
松本市告示第９７号 

 松本市小規模自転車駐車場整備事業補助金交付要綱を次のように定める。 

令和４年３月２９日 

松本市長 臥雲 義尚   

 

松本市小規模自転車駐車場整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自転車利用者が市街地へ気軽に来街できるよう、まちなかの駐輪環

境の向上を図るため、事業者が来客に供するために行う自転車駐輪施設の整備等に要す

る経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、松本市補助金交付規則

(昭和３７年規則第１６号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第１１の２号に規

定する自転車をいう。 

⑵ 市街地 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号の規定によ

り定められた市内の近隣商業地域及び商業地域をいう。 

⑶ 事業者 中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条に規定す

る業種を営む事業者をいう。 

⑷ 自転車駐輪施設 来客に供するための自転車駐輪施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、事業者のうち次に掲げる要件を満たす

ものとする。 

⑴ 市街地において事業を実施していること。 

⑵ 市税を滞納していないこと。 

⑶ 事業所の施設面積が３００平方メートル以下であること。 

⑷ 松本市暴力団排除条例（平成２４年条例第３号）第２条第２号に規定する暴力団員

及び同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者でないこと。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助対象経費及び補助率等は、次のとおりとする。 

補助対象経費 補助率等 

自転車駐輪設備（サイクルラック、看板、

柵）の購入費（自営工事に係る自転車駐輪

設備以外の材料費を除く。） 

補助対象経費の４分の３以内。ただし、

５万円を限度とする。 

施工業者が行う自転車駐輪施設の整備に係

る工事費 

補助対象経費の４分の３以内。ただし、

３０万円を限度とする。 

２ 前項の規定により、算出した補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、松本市小規模

自転車駐車場整備事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。 

⑴ 市民税の納税証明書 
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⑵ 見積書、カタログその他補助対象経費の内容と金額の内訳が分かるもの。ただし、

工事を伴う場合は、施工予定業者が発行した見積書 

⑶ 設置予定箇所の位置図 

⑷ 施工図面（工事を伴う場合に限る。） 

⑸ 建物全体及び設置予定箇所の現況写真 

⑹ 登記事項証明書、賃貸借契約書等（施設を所有し、管理し、又は使用していること

を証する書類） 

⑺ 施設所有者又は管理者の工事承諾書（申請者が申請に係る施設の所有者又は管理者

ではない場合に限る。） 

⑻ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条又は同法第６条の２に規定する確

認済証（建築確認申請を要する建築物の新築・増築・改築・移転・用途変更等をする

場合に限る。） 

⑼ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の規定による申請は、設備を設置し、及び設備を整備する事業所１箇所につき１

回を限度とする。 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、松

本市小規模自転車駐車場整備事業補助金交付決定書（様式第２号）により、申請者に通

知するものとする。 

（変更申請等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、第５条の申請

内容に変更が生じたとき又は中止しようとするときは、松本市小規模自転車駐車場整備

事業変更・中止承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、承認を受けなければならな

い。 

２  市長は、前項の変更・中止承認申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審

査し、適当と認めるときは、松本市小規模自転車駐車場整備事業変更承認通知書（様式

第４号）又は松本市小規模自転車駐車場整備事業中止承認通知書（様式第５号）により、

申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、第６条の規定により交付決定された事業（以下「補助事業」とい

う。）が完了したときは、松本市小規模自転車駐車場整備事業実績報告書（様式第６

号）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助対象経費に係る領収書の写し 

⑵ 設置箇所の写真 

⑶ 建築基準法第７条又は同法第７条の２に規定する検査済証（建築確認申請を要する

建築物の新築・増築・改築・移転・用途変更等をする場合に限る。） 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の規定による報告は、補助事業の完了日から起算して３０日を経過する日又は第

６条に規定する交付決定の日に属する会計年度の３月末日のいずれか早い日までに提出

しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第９条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、

必要に応じて現地調査等を行い、適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、

松本市小規模自転車駐車場整備事業補助金確定通知書（様式第７号）により、補助事業

者に通知するものとする。 

 

 



（補助金の請求） 

第１０条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けた日から起算して１０日を経過す

る日までに、松本市小規模自転車駐車場整備事業補助金交付請求書兼口座振込依頼書

（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１１条 補助事業者は、補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度から起算して２

年間は、補助事業により取得した財産を、当該補助事業の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、松本市小規模自転車駐車場

整備事業財産処分承認申請書（様式第９号）を市長に提出し、承認を受けたときは、こ

の限りでない。 

２ 市長は、前項ただし書の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、

その結果を補助事業者へ通知するものとする。この場合において、市長は、交付した補

助金の全部又は一部を返還する必要があると認めるときは、補助事業者に当該補助金の

返還を命ずるものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（失効等） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に第６条

の規定により交付を決定した補助金については、この告示は、同日以後も、なおその効

力を有する。 

 


